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１－１　協力の背景と概要

独立行政法人科学技術振興機構（JST）、独立行政法人国際協力機構（JICA）及びインド政府は、

「自然災害の減災と復旧のための情報ネットワーク構築に関する研究」のためのプロジェクト（以

下“DISANET”または「本プロジェクト」と称する）を実施するうえで互いに協力することに

合意した。インド工科大学ハイデラバード校（IITH）が本プロジェクトの総括的な責任を負い、

また合同調整委員会（JCC）の議長を担当することが決められた。本プロジェクトを実施する

ために、以下に示す 4 つの研究グループが編成された。これらの研究グループは、それぞれ異

なった研究課題をもち、日本とインドの学術機関の参加を得て活動に従事した。

グループ１：地震災害リスクの軽減

グループ２：気象モニタリングプラットフォーム

グループ３：緊急時通信基盤

グループ４：防災情報通信プラットフォーム

2009 年 7 月及び 8 月の協議の結果、日本・インド両政府は JICA 及び JST が行う地球規模課

題対応国際科学技術協力（SATREPS）の枠組みの下に本プロジェクトの概要を作成し合意した。

討議議事録（R/D）が 2010 年 3 月 17 日に署名され、本プロジェクトは 2010 年 7 月から 2015
年 6 月までの 5 年間を協力期間として開始された。終了を半年後に控えた 2014 年 11 月に JICA
により本終了時評価調査団がインドに派遣された。

１－２　協力内容

（１）上位目標

自然災害の防災及び情報通信分野において日本とインドの研究協力を強化し、地球規模

課題の科学技術の振興を進める。

（２）プロジェクト目標

１）継続的に地震及び気象データを収集するための情報ネットワークインフラが構築され、

災害救援活動、復旧、復興支援を支援する技術的基盤が確立される。

１．案件の概要

国　名：インド国 案件名：自然災害の減災と復旧のための情報ネット

ワーク構築に関する研究

分野：情報通信技術、総合防災 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：社会基盤・平和構築部運輸

交通・通信グループ第二チーム

協力金額（評価時点）：4 億 ���00 万円

協力期間 R/D：2010 年 3 月 17 日締結

プロジェクト期間：2010 年

7 月～ 2015 年 6 月（5 年間）

先方関係機関：インド工科大学ハイデラバード校

（IITH）ほか大学 3 校

インド気象庁（IMD）

国立地球物理学研究所（NGRI）

日本側協力機関：なし

評価調査結果要約表（和文）
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２）自然災害発生中／発生後の状況において、迅速な配置が可能な緊急通信システムと復

旧活動のためのデータを配信する強固な通信システムが開発される。

（３）成　果

成果１：（地震災害リスクの軽減）センサー・ネットワークを通じた地震ハザード評価と脆弱

性調査が実施される。

成果２：（気象モニタリングプラットフォーム）先進的な電気通信技術を利用することにより、

厳しい環境下でかつ限られた費用で配置可能な（気象災害モニタリングのデータを

収集するための）センサーネットワークプロトタイプが開発される。

成果３：（緊急時通信基盤）緊急時／災害後の通信システム及びデータ処理システムが開発さ

れる。

成果４：（防災情報通信プラットフォーム）災害時の減災と復旧のための情報共有基盤と災害

管理システムが開発される。

（４）投入（評価時点）

日本側：総投入額　4 億 ��000 万円

短期専門家派遣 計 20 名（2014 年 11 月まで）

長期専門家派遣 計 1 名（2012 年 11 月以降）

ローカルコスト負担 約 ���00 万円

機材供与 約 2 億 ���00 万円

研修員受入 本邦における研究活動並びにワークショップ 65 回

相手国側：

カウンターパート（C/P）配置 51 名（他に管理要員 2 名）

オフィス・会議室等の提供

ローカルコスト負担 工事費等約 570 万インド・ルピー（INR）
ほかに光熱水費、清掃費等

３－１　実績の確認

成果１：地震災害リスクの軽減：センサー・ネットワークを通じた地震ハザード評価と脆弱

性調査が実施される。

２. 評価調査団の概要

調査者

（担当分野、氏名、所属）

団　　長 竹内　博史  JICA 社会基盤・平和構築部運輸交通・情報通信Ｇ第二

チーム　課長

評価企画 舘山　丈太郎  JICA 社会基盤・平和構築部運輸交通・情報通信Ｇ第二

チーム

科学技術 本蔵　義守 東京工業大学　名誉教授

科学技術 増田　勝彦 JST 地球規模課題国際協力室

評価分析 寺尾　豊光 水産エンジニアリング株式会社

調査期間 2014 年 11 月 17 日〜 12 月 4 日 評価種類：終了時評価

３. 評価結果の概要

ii



成果１は達成された。グループ１全体として、研究対象地域のシナリオ地震の震源モデル

と同地域の地下構造モデルを用いて、シナリオ強震動予測を行うためのアプローチを確立し

た。また同地域の地震ハザードを評価するための基礎も整えられた。この評価の結果と建

物センサー・サブグループの研究成果であるフラジリティ曲線などを総合して、&KDQGLJDUK
市を例とした同地域の地震リスクの評価が行われることとなる。

成果２：先進的な電気通信技術を利用することにより、厳しい環境下でかつ限られた費用で

配置可能な（気象災害モニタリングのデータを収集するための）センサーネットワー

クプロトタイプが開発される。

成果２は、ほぼ達成された。9DLVDOD 型自動気象観測所（AWS）とデータネットワーク

の導入及び IITH の支援を得て、局地的な気象観測のためのインド気象庁（IMD）の設備

が強化された。2014 年 6 月までに計 18 セットの 9DLVDOD 型 AWS とデータネットワークが

+\GHUDEDG 市及び近隣地区のサイトに設置された。導入された観測機器により、短期かつ局

地的な豪雨など都市スケールの気象観測が可能となった（指標 2-1 及び 2-2）。これにより高

密度で配置された AWS 観測システムの有効性が示された。9DLVDOD 型 AWS の特徴を更に気

象学用途に拡大応用するため、9DLVDOD 型 AWS のデータ比較用に世界気象機関（WMO）方

式の AWS が 5 台設置された。9DLVDOD 型 AWS の観測データは、,0' +\GHUDEDG の気象レーダ

のデータ補正に利用されるほかに、洪水、ヒートアイランド現象、大気汚染の分野でも利

用される計画である。

成果３：緊急時／災害後の通信システム及びデータ処理システムが開発される。

成果３は達成された。いずれの指標も満たされていることが確認された。緊急対応時や

災害発生後の復旧時を想定し、被災地の通信の代替として、LTE（注：W-CDMA 規格など

の後継となる高速データ通信を実現する移動体通信の規格）の通信システムを利用し、音

声通話及びショートメッセージサービス（SMS）を可能とする方法が示された。インドでは、

大半の携帯電話が GSM（2G）を用いている。そのため、FM ラジオ放送が受信可能な携帯

電話が多いことを利用し、低ビットレートでテキストデータを送信する FM-RDS の導入も

行われた。

成果４：災害時の減災と復旧のための情報共有基盤と災害管理システムが開発される。

成果４は達成された。各研究グループが構築したセンサー・ネットワーク及び緊急時・

復旧時通信システムに関する情報を一元的に管理するポータルサイト・サービスが構築さ

れた。このサイトは、防災アプリケーションの開発に関心をもつ者がデータを利用できる

ように、オープンデータのプラットフォーム提供を行っている。災害時の障害に備えて分

散型サーバが開発され地理的に離れた 2 地点に設置されている。これらシステム及びデー

タを災害時においても安全かつ柔軟に管理するためのクラウド・コンピューティング・シ

ステムも導入された。また、ポータルサイト・サ一ビスには、災害時に活用可能な被災者

の安否情報の登録システム及び防災に関与する地方自治体や関係機関等が災害時に利用可

能なさまざまな防災情報も含まれている。

iii



プロジェクト目標 １．継続的に地震及び気象データを収集するための情報ネットワークイ

ンフラが構築され、災害救援活動、復旧、復興支援を支援する技術

的基盤が確立される。

２．自然災害発生中／発生後の状況において、迅速な配置が可能な緊急

通信システムと復旧活動のためのデータを配信する強固な通信シス

テムが開発される。

プロジェクト目標は達成された。本プロジェクトでは先端的情報通信技術（ICT）によ

る取り組みの対象として防災情報の整備と活用が選択された。防災情報取得の具体的事例

として、,QGR�*DQJHWLF 平原中央部の調査対象地域において、シナリオ地震や震源モデル及

び地下構造モデルに係る地震学調査が行われ、さらに建物脆弱性調査が実施された。また

+\GHUDEDG 市及び近隣地区の洪水やその他の都市スケールの気象の観測ネットワークが整備

された。前述の成果の達成状況にみられるように、以上の地震災害の研究は対象地域の地

震災害評価の段階に至っている。+\GHUDEDG 市を対象にした気象モニタリング・ネットワー

クも本調査直前のモンスーン季節において局地豪雨の観測実績を挙げている。これらの防

災情報を公共機関や一般市民に提供する情報プラットフォームのモデル及びインドの通信

環境に即した緊急時の通信インフラのプロトタイプも完成した。かくして防災情報を収集

するインフラの整備とともに社会に情報提供を行うためのプロトタイプ・モデルの整備が

なされた。これらの整備と同時に、IITH を中心とするインド工科大学カンプール校（IITK）、

インド工科大学マドラス校（IITM）、国際情報工科大学ハイデラバード校（IIITH）の学術機

関及び NGRI、IMD の政府機関から構成されるカウンターパート（C/P）機関への情報提供

や技術移転など学術的貢献が進んだ。

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性：高い

・第 12 次 5 カ年計画（2012 ～ 2017 年）では、10.69 章に示されるように、災害リスクを

管理し人命と財産を守りまた地域社会に警報を与えるために、科学技術を活用すること

を通じて、防災を優先することが強調されている。脆弱性の高い地域社会に時宜を得た

警報を正確に発令できるように有効な通信システムを各レベルに確保することも優先さ

れている。加えて、国家防災委員会（NDMA）の防災ガイドラインの一つ「国家防災情

報通信システム」（2012 年 2 月）にみられるように、災害緩和、準備、緊急対応、復旧

等の防災の各段階に対して、適用すべき ICT ネットワークの要件が規定されている。本

プロジェクトの主な目的は防災関連情報の活用に向けた先端的な ICT の応用開発にある

ので、以上の国家政策の実施に貢献することができる。

・本プロジェクトは IITH 設立支援プログラム（2008 年 10 月）を構成する学術 5 分野の 1
つを支援することを目的としている。本プロジェクトは ICT の活用を通じた防災分野の

研究開発を行うことを支援の目的に選定した。また IITH 以外からも C/P 研究者を得て研

究分野を広く取る途を選んだ。結果として多様な研究実績が上げられ各研究機関と IITH
との研究交流の場が確立された。ICT 分野の学術振興において IITH を支援するうえでこ

のアプローチは適切なものであった。

（２）有効性：高い

・��プロジェクト目標は達成されている。プロジェクト目標達成への各成果の貢献はそれぞ

れ大きい。とりわけ、IITH 以外にも C/P 研究者を拡大し研究分野を広く取る途を選んだ
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結果として、IITH における ICT 分野の研究開発の進展とともに、気象及び地震災害管

理の分野において、多くの研究インフラが整備され、また有用な研究成果が得られるこ

ととなった。さらに、クラウド連携型のデータネットワークを開発することを通じて、

IITH のみならず関係研究機関に ICT 活用の事例を示すことができた。

・地震学研究は、研究対象地域におけるシナリオ地震と震源モデルについて、強震動予測

が可能な段階にまで今や進められた。一般利用に至るまでには、なおデータの蓄積が必

要とされるが、限られた期間中にこの段階まで達することができたことは注目に値する。

グループ１による強震動予測情報の提供はグループ１とグループ４の事実上の連携の開

始を示す。そのような連携の可能性が示されたことにより、本プロジェクトの有効性が

一層高められている。

（３）効率性：中程度

・�この 5 年間を通じてインド側と日本側の協力体制の構築が進んだ。AWS 設置の遅延を除

くと、供与機材はほぼ予定どおりに導入された。日本側研究者のインド出張とインド側

研究者の日本出張はほぼ予定に沿って実施された。リソースの投入内容と時期はほぼ予

定どおりであったといえる。

・�AWS 設置遅延の理由として以下が挙げられた。機材調達には土地所有者の許可レター

により据え付け場所を確保することが前提であったが、土地利用に関する調整を行うス

タッフの雇い入れに時間を要した。結果として、スタッフ雇用の遅延が AWS 設置の遅延

を引き起こした。

（４）インパクト：高い

・本プロジェクトの特徴として、異なる学術分野の研究者による協力の下に、防災情報シ

ステムの構築が進められたことが挙げられる。これにより、災害緩和対策や広報活動な

ど発生前の準備から災害復旧までの一連の流れで活用できる情報プラットフォームのプ

ロトタイプが開発された。今後も参加研究者同士が情報交換を継続し、また政府・地方

自治体の防災担当者の要望を取り入れて、プロトタイプの開発を進めることにより、イ

ンド社会に適合する防災情報システムとして普及することが期待できる。

（５）持続性：高い

・政策面

第 12 次 5 カ年計画（2012 ～ 2017 年）及び NDMA の国家防災情報通信システム（2012
年 2 月）にみられるように、防災分野への ICT の適用に係る国家政策は優先されており、

関係政策は今後も継続すると見込まれる。

・組織面

本プロジェクトの活動を継続すると見込まれる担当組織は、地震学では IITK、NGRI 及
び IIITH、気象モニタリングでは IMD 及び IITH、通信インフラでは IITM、防災情報プ

ラットフォームでは IITH と、多様である。いずれも政府または公共サービスを継続実施

するための確固とした組織体制を有している。これらの実施機関は、関係の調査研究を

継続させるために、供与機材の維持管理予算確保を始めており、確保される可能性が高

い。

・技術面

本プロジェクトにより、IITH 及び日本を含むインド国内外の関係学術研究機関との間に
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ICT 活用のための共同研究に途が開かれた。今後も参加研究者同士が情報交換を継続す

ることが期待できる。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）アウトリーチ活動の進捗

2012 年から 2014 年にかけて、グループ１は &KDQGLJDUK 市においてシンポジウムを開催

し、また市周辺地区の学校において、ワークショップや防災訓練等のアウトリーチ活動を

実施した。2014 年 7 月に、グループ３（緊急時通信基盤）を主として、デモンストレーショ

ンが Chennai 市で実施された。その翌週に、グループ全体による活動展示が +\GHUDEDG 市

において実施され、多数の現地の地方自治体の防災担当者や中央政府の防災関連部署、自

治体の警察及び鉄道会社の防災担当者等の視察を受けた。以上は本プロジェクトによるア

ウトリーチ活動の実績進捗を示すものといえる。また、2014 年 2 月には、国家防災委員会

（NDMA）にプロジェクトの内容と進捗について説明が行われている。これは、プロジェク

トにより開発された防災情報管理モデルの全国普及に向けた大きな一歩といえる。

（２）インド側担当研究機関の拡張

DISANET はもともと IITH 設立支援プログラム（2008 年 10 月）に位置づけられる 5 件

の学術支援分野の 1 つを支援するプロジェクトであった。プロジェクトの計画と実施を経

るなかで、地震学、気象モニタリング、情報通信インフラなどの分野において、IITH と他

の機関（IIITH、IITK、IITM、IMD 及び NGRI）との共同研究のネットワークが確立される

に至った。研究対象の拡大は本プロジェクトの有効性を高める要因となっている。

（３）グループ間連携

中間レビュー調査の結果、研究グループ間の連携を高めるべきとの指摘がなされた。現

状をみると、各種センサーのデータネットワークが構築され、オンライン化すべきものは、

データフォーマットが統一されてグループ４が担当する情報プラットフォームに統合され

ている。グループ１から要請を受けグループ２でセンサー素子の開発もなされている。ま

た、ワークショップやアウトリーチ活動の実施に際しては、各グループにより共同活動が

行われている。研究グループ連携の実現も本プロジェクトの有効性を高めている。

３－４　効果発現を阻害した要因

（１）気象観測ネットワークによるデータ取得の遅延

中間レビュー調査の結果により、特に AWS に用いる気象センサーの仕様決定と設置の遅

れが指摘されていた。後半期間では、機器設置は順調な進捗をみせ、2014 年雨期前に計画

の 18 カ所へのセンサー設置が終了し、市内のミクロな気象現象の観測が行われるに至って

いる。ただし、データ取得はなお不十分で、気象現象の分析に至るまでには更なるデータ

の蓄積が求められる。

３－５　結　論

本プロジェクトによる地震災害と建物脆弱性に係る調査研究は、,QGR�*DQJHWLF 平原の調

査対象地域における地震災害の評価を行うまでに至った。都市スケールの気象観測ネット

ワークにより局地的な集中豪雨が成功裡に観測された。社会利用を目的に関連データの蓄

積と提供を行う通信基盤と防災情報プラットフォームのプロトタイプも開発された。プロ
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ジェクト終了後も観測設備を維持運用しデータ取得を継続するために、インド側研究者は

予算確保に向けた努力を既に開始している。プロジェクト開始以降の 5 年間に生じたこれ

らの状況の進展を考慮すると、予定どおり本プロジェクトを終了することが適切と判断す

る。

３－６　提　言

３－６－１　プロジェクト期間中の活動に係る提言

（１）密配置の AWS ネットワークを試行する過程で、AWS の設計について試行錯誤し、な

かには簡易に据え付けたものがある。例えば、防水・防塵対策が取られていない屋外暴

露筐体がある。実装する際には、防水・防塵等適切な対応を施し、設置すること。

３－６－２　プロジェクト終了後の活動に係る提言

（１）,0' +\GHUDEDG はミクロな災害予測のための AWS の密配置の有用性を理解し、今

後 9DLVDOD 版 AWS と WMO 基準 AWS のデータの精度を検証する計画である。9DLVDOD 版

AWS のデータの精度が確認されたのちは、減災を目的とした気象観測能力向上のため、

,0' +\GHUDEDG 及び IITH は 9DLVDOD 版 AWS の有用性について関係機関に報告、広報する

こと。

（２）WMO 基準 AWS 用に設置された鉄塔は、保守維持等のため人が登れる仕様となってい

ないため、風速計等のメンテナンスの際は、足場を組んで安全に作業を行うようにする

こと。

３－７　教　訓

（１）本プロジェクトでは、グループ３（緊急通信基盤）がワークショップをして研究成果を

発表した結果、その後、参加機関から強い関心を得たこと、またグループ２の AWS の密配

置による気象観測データを IMD がみて、その有用性を見いだしたことなどの事例がある。

したがって、研究中の技術であっても、社会実装が想定される機関に提示することによっ

て実際の利用が促進される場合がある。

（２）各センサー・ネットワークの構築にあたっては、データ形式や通信プロトコルを統一し、

最終的にはグループ４で作成したポータルサービス・サイトに情報が掲載されることになっ

ている。研究グループが通信省と行った会議において、+\GHUDEDG 市で計画中のスマート・

シティに AWS のネットワークを取り込んでいきたいという意向が確認された。本プロジェ

クトの AWS ネットワークが各分野への応用のための先行事例になったといえる。今後新規

プロジェクトで情報システムを導入する際は、取得データが他分野で有機的に活用されるこ

とを想定し、可能な限り標準化された規格・様式にのっとってシステムを構築するべきとの

教訓がここにある。

（３）SATREPS というスキームの目的とは異なるが、本プロジェクトが上位計画である IITH 設

立支援プログラムに果たした役割は大きい。SATREPS プロジェクトの個別目標とは別に、よ

り上位目的への貢献を果たすプロジェクトに対する評価の仕方を検討しておく必要がある。
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（４）優れた研究の成果が出ても、社会実装が困難である場合もあり得る。それがないように、

協力を開始する前には、技術面のみならず制度面からも、社会実装を視野に入れた十分な事

前調査を行う必要がある。
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1-1 Background of the Project
7KH -DSDQ 6FLHQFH DQG 7HFKQRORJ\ $JHQF\ �-67�� WKH -DSDQ ,QWHUQDWLRQDO &RRSHUDWLRQ $JHQF\ �-,&$� DQG 

WKH *RYHUQPHQW RI ,QGLD KDYH DJUHHG WR FR�RSHUDWH LQ LPSOHPHQWLQJ WKH 3URMHFW IRU ³,QIRUPDWLRQ 1HWZRUN 
IRU 1DWXUDO 'LVDVWHU 0LWLJDWLRQ DQG 5HFRYHU\ LQ ,QGLD´�KHUHLQDIWHU UHIHUUHG WR DV ³WKH 3URMHFW´ RU ³WKH 
',6$1(7 3URMHFW´�� 7KH GLUHFWRU RI ,,7 +\GHUDEDG EHDUV RYHUDOO UHVSRQVLELOLW\ IRU WKH 3URMHFW DQG LV WKH 
FKDLUSHUVRQ RI WKH -RLQW &RRUGLQDWLQJ &RPPLWWHH �-&&��

,Q RUGHU WR FDUU\ RXW WKH 3URMHFW VXFFHVVIXOO\� IRXU ��� GLIIHUHQW JURXSV DV IROORZV� HDFK ZLWK D GH¿QHG VHW 
RI WKH WDVNV� ZDV LGHQWL¿HG ZKLFK LQYROYH SDUWLFLSDWLRQ RI PXOWLSOH ,QGLDQ DQG -DSDQHVH XQLYHUVLWLHV DQG 
DJHQFLHV�

*URXS �� (DUWKTXDNH 'LVDVWHU 5LVN 0LWLJDWLRQ
Group 2: Weather Monitoring Platform
*URXS 3� 6XVWDLQDEOH &RPPXQLFDWLRQ ,QIUDVWUXFWXUH
*URXS �� ,&7 3ODWIRUP DQG 5HVRXUFH 'HYHORSPHQW IRU (PHUJHQF\ DQG 'LVDVWHU 0LWLJDWLRQ 

7KURXJK WKH GHWDLOHG SODQQLQJ DQG GLVFXVVLRQ LQ -XO\ DQG $XJXVW� �00�� WKH *RYHUQPHQW RI ,QGLD DQG 
WKH *RYHUQPHQW RI -DSDQ DJUHHG RXWOLQH DQG FRPSRQHQWV RI WKH 3URMHFW XQGHU WKH IUDPHZRUN RI -,&$�
-67 6FLHQFH DQG 7HFKQRORJ\ 5HVHDUFK 3DUWQHUVKLS 3URJUDP �6$75(36�� 5HFRUG RI 'LVFXVVLRQV �5�'� 
ZDV VLJQHG E\ ERWK VLGHV RQ �� 0DUFK �0�0� DQG WKH 3URMHFW VWDUWHG ZLWK WKH IRUPDO LQDXJXUDWLRQ E\ WKH 
*RYHUQRU RI (UVWZKLOH $QGKUD 3UDGHVK LQ -XO\ �0�0� ,Q 1RYHPEHU �0��� PRVWO\ D KDOI \HDU EHIRUH WKH HQG 
RI WKH 3URMHFW� WKH 7HUPLQDO (YDOXDWLRQ 7HDP ZDV GHOHJDWHG WR ,QGLD E\ -,&$�

1-2 Project Overview
��� 2YHUDOO *RDO

7R VWUHQJWKHQ UHVHDUFK FROODERUDWLRQ EHWZHHQ ,QGLD DQG -DSDQ LQ WKH ¿HOG RI QDWXUDO GLVDVWHU SUHYHQWLRQ 
DQG LQIRUPDWLRQ FRPPXQLFDWLRQ WHFKQRORJ\ DQG WR DGYDQFH VFLHQWL¿F NQRZOHGJH DQG WHFKQRORJ\ IRU 
UHVROYLQJ JOREDO LVVXHV VXFK DV QDWXUDO GLVDVWHUV�

評価調査結果要約表（英文）

I. Outline of the Project

&RXQWU\� 5HSXEOLF RI ,QGLD 3URMHFW WLWOH� 3URMHFW IRU ,QIRUPDWLRQ 1HWZRUN IRU 1DWXUDO 
'LVDVWHU 0LWLJDWLRQ DQG 5HFRYHU\

,VVXH�6HFWRU� ,QIRUPDWLRQ DQG FRPPXQLFDWLRQ 
WHFKQRORJ\� 'LVDVWHU PDQDJHPHQW

&RRSHUDWLRQ VFKHPH� 7HFKQLFDO FRRSHUDWLRQ

'LYLVLRQ LQ FKDUJH� -,&$ 7RWDO FRVW� ��� PLOOLRQ <HQ

3HULRG RI 
Cooperation

R/D: 17 March 2010
'XUDWLRQ� -XO\ �0�0 WR -XQH 
�0�� �� \HDUV�

,PSOHPHQWDWLRQ� ,QGLDQ ,QVWLWXWH RI 7HFKQRORJ\� 
+\GHUDEDG �,,7+�� RWKHU WKUHH ,QVWLWXWHV RI 7HFKQRORJ\� 
,QGLDQ 0HWHRURORJLFDO 'HSDUWPHQW �,0'�� DQG 1DWLRQDO 
*HRSK\VLFDO 5HVHDUFK ,QVWLWXWH� +\GHUDEDG �1*5,�
Supporting Organization in Japan: None

5HODWHG &RRSHUDWLRQ� 1RQH

ix



��� 3URMHFW 3XUSRVH
��  7R HVWDEOLVK LQIUDVWUXFWXUH IRU FRQWLQXRXV GDWD FROOHFWLRQ RQ HDUWKTXDNH DQG ZHDWKHU ZLWK JOREDO 

LQIRUPDWLRQ QHWZRUN E\ DSSO\LQJ LW WR ,QGLD DQG -DSDQ DV H[DPSOH FDVHV DQG WR GHYHORS WHFKQLFDO 
EDVHV IRU UHVFXH DQG VXSSRUW IRU UHVWRUDWLRQ DQG IRU GLVDVWHU UHFRYHU\ VXSSRUW� 

��  7R GHYHORS UDSLGO\ GHSOR\DEOH� UREXVW FRPPXQLFDWLRQV V\VWHP WKDW FDQ EH GHSOR\HG GXULQJ � DIWHU D 
QDWXUDO GLVDVWHU WR SURYLGH YRLFH� GDWD� DQG YLGHR FRQQHFWLYLW\ IRU HPHUJHQF\ FRPPXQLFDWLRQV DQG 
relief work.

�3� 2XWSXWV
2XWSXW ��  (DUWKTXDNH 'LVDVWHU 5LVN 0LWLJDWLRQ� 6HLVPLF +D]DUG $VVHVVPHQW WKURXJK 6HQVRU 1HWZRUNV 

DQG 9XOQHUDELOLW\ 6WXGLHV
2XWSXW �� :HDWKHU 0RQLWRULQJ 3ODWIRUP� 'HYHORSPHQW RI :HDWKHU 6HQVRUV DQG $QDO\VLV 3ODWIRUP
2XWSXW 3�  6XVWDLQDEOH &RPPXQLFDWLRQ ,QIUDVWUXFWXUH� (PHUJHQF\ DQG 3RVW�'LVDVWHU &RPPXQLFDWLRQ 

6\VWHP� (PHUJHQF\ 'DWD 3URFHVVLQJ
2XWSXW ��  ,&7 3ODWIRUP DQG 5HVRXUFH 'HYHORSPHQW IRU (PHUJHQF\ DQG 'LVDVWHU 0LWLJDWLRQ� 

'HYHORSPHQW RI ,QIRUPDWLRQ 6KDULQJ 3ODWIRUP DQG 5HVRXUFHV� 'HYHORSPHQW RI $GYDQFHG 
'LVDVWHU 0DQDJHPHQW 6\VWHP

��� ,QSXWV
-DSDQHVH VLGH�

6KRUW WHUP H[SHUW� �0 SHUVRQV LQ WRWDO             (TXLSPHQW� ���� PLOOLRQ -3<
/RQJ WHUP H[SHUW� � SHUVRQ �IURP 1RYHPEHU �0�� WR SUHVHQW�
/RFDO FRVW� �� PLOOLRQ -3<
7UDLQHHV UHFHLYHG� �� WLPHV RI UHVHDUFK DFWLYLWLHV DQG ZRUNVKRSV LQ -DSDQ

,QGLDQ VLGH�
&RXQWHUSDUW� �� SHUVRQV
/RFDO &RVW� ��� PLOOLRQ ,15 IRU LQVWDOODWLRQ ZRUNV DQG RWKHUV� DQG HQHUJ\� FOHDQLQJ� HWF�
/DQG DQG )DFLOLWLHV� 2I¿FHV� PHHWLQJ URRPV DQG RWKHUV

II. Evaluation Team

Members of 
Evaluation
Team

/HDGHU� +LURVKL 7$.(8&+,� 'LUHFWRU� 7HDP �� 7UDQVSRUWDWLRQ DQG ,&7 *URXS� 
,QIUDVWUXFWXUH DQG 3HDFHEXLOGLQJ 'HSDUWPHQW� -,&$

(YDOXDWLRQ SODQQLQJ� -RWDUR 7$7(<$0$� 'HSXW\ 'LUHFWRU� 7HDP �� 7UDQVSRUWDWLRQ DQG ,&7 
*URXS� ,QIUDVWUXFWXUH DQG 3HDFHEXLOGLQJ 'HSDUWPHQW� -,&$

5HVHDUFK (YDOXDWLRQ� <RVKLPRUL +21.85$� 3URIHVVRU HPHULWXV� 7RN\R ,QVWLWXWH RI 
7HFKQRORJ\� 3URJUDP 2I¿FHU� 5HVHDUFK 3DUWQHUVKLS IRU 6XVWDLQDEOH 'HYHORSPHQW 
*URXS� JST

5HVHDUFK (YDOXDWLRQ� .DWVXKLNR 0$68'$� 6HQLRU 6WDII� 5HVHDUFK 3DUWQHUVKLS IRU 
6XVWDLQDEOH 'HYHORSPHQW *URXS� -67

(YDOXDWLRQ $QDO\VLV� 7R\RPLWVX 7(5$2� )LVKHULHV (QJLQHHULQJ &R�� /WG

Period of 
Evaluation

�� 1RYHPEHU �0�� WR � 'HFHPEHU �0�� 7\SH RI (YDOXDWLRQ� 7HUPLQDO HYDOXDWLRQ
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3-1 Summary of Evaluation Results
��� 5HOHYDQFH� KLJK

7KH ��WK )LYH <HDU 3ODQ ��0��±�0��� SULRULWL]HV GLVDVWHU PDQDJHPHQW �6HFWLRQ �0���� ³WR XWLOLVH 
RXU VFLHQFH DQG WHFKQRORJ\ LQ GLVDVWHU ULVN DQG ZDUQLQJ FRPPXQLWLHV ZHOO LQ DGYDQFH WR VDYH OLIH DQG 
SURSHUW\´� (IIHFWLYH FRPPXQLFDWLRQ V\VWHPV DUH DOVR JLYHQ SULRULW\ DQG ³KDYH WR EH VHW XS LQ DOO WKH OHYHOV 
WR HQVXUH WLPHO\ DQG DFFXUDWH GLVVHPLQDWLRQ RI ZDUQLQJ VLJQDOV WR YXOQHUDEOH FRPPXQLWLHV´� ,Q DGGLWLRQ� 
LQ LWV ³1DWLRQDO 'LVDVWHU 0DQDJHPHQW ,QIRUPDWLRQ DQG &RPPXQLFDWLRQ 6\VWHP´ �)HEUXDU\ �0���� 
1'0$ GLUHFWHG UHTXLUHPHQWV RI ,&7 QHWZRUN GXULQJ YDULRXV SKDVHV RI GLVDVWHU� L�H�� SKDVH RI PLWLJDWLRQ� 
SUHSDUHGQHVV� UHVSRQVH� DQG UHFRYHU\� 0DLQ REMHFWLYH RI WKH ',6$1(7 3URMHFW LV WR GHYHORS DSSOLFDWLRQ RI 
WKH DGYDQFHG ,&7 RQ XWLOL]DWLRQ RI GLVDVWHU UHOHYDQW LQIRUPDWLRQ� DQG KHQFH FDQ FRQWULEXWH WR H[HFXWH WKHVH 
QDWLRQDO SROLFLHV�

)XUWKHUPRUH� WKH 3URMHFW LV SRVLWLRQHG WR VXSSRUW ,,7+ LQ WKH ¿HOG RI ³'LJLWDO &RPPXQLFDWLRQ´� RQH RI 
WKH ¿YH DFDGHPLF DUHDV IRU FRRSHUDWLRQ SODQQHG LQ WKH ,,7+�-DSDQ &ROODERUDWLRQ 3URJUDP �2FWREHU �00��� 
)RU SXUSRVH RI WKH VXSSRUW� WKH 3URMHFW DLPHG DW UHVHDUFK DQG GHYHORSPHQW RI GLVDVWHU PDQDJHPHQW WKURXJK 
XWLOL]DWLRQ RI ,&7� %URDGHU VXEMHFWV RI UHVHDUFK ZHUH VHOHFWHG DQG UHVHDUFKHU JURXSV ZHUH RUJDQL]HG IURP 
ERWK ,,7+ DQG RWKHU LQVWLWXWHV� $V D UHVXOW� D YDULHW\ RI SUDFWLFDO RXWFRPHV ZDV SURGXFHG� $QG D UHVHDUFK 
LQWHUDFWLRQ EDVH ZDV HVWDEOLVKHG EHWZHHQ ,,7+ DQG RWKHU LQVWLWXWHV LQYROYHG� 7KLV DSSURDFK ZDV DSSURSULDWH 
IRU VXSSRUWLQJ ,,7+ LQ VFLHQWL¿F DQG DFDGHPLF GHYHORSPHQW RI ,&7 ¿HOG�

��� (IIHFWLYHQHVV� KLJK
7KH SURMHFW SXUSRVH ZDV DFKLHYHG� $OO WKH 2XWSXWV FRQWULEXWHG WR WKH DFKLHYHPHQW RI WKH SURMHFW SXUSRVH 

UHVSHFWLYHO\� $PRQJ RWKHUV� UHVHDUFK VXEMHFWV ZHUH EURDGO\ DGRSWHG DQG UHVHDUFKHU JURXSV ZHUH RUJDQL]HG 
IURP PDQ\ LQVWLWXWHV� $V D UHVXOW� LQ DGGLWLRQ WR SURJUHVV RI 5	' RI ,&7 LQ ,,7+� UHVHDUFK LQIUDVWUXFWXUHV 
DQG RXWFRPHV KDYH EHHQ GHYHORSHG LQ ¿HOG RI VHLVPRORJ\ DQG PHWHRURORJ\ LQ VRPH RI RWKHU LQVWLWXWHV� 
7KURXJK GHYHORSPHQW RI GDWD QHWZRUN ZLWK FORXG FRPSXWLQJ� FDVHV RI WKH DGYDQFHG ,&7 XWLOL]DWLRQ FRXOG 
DOR EH GHPRQVWUDWHG QRW RQO\ WR ,,7+ EXW WR RWKHU LQVWLWXWHV LQYROYHG�

7KH DFWLYLWLHV FRQFHUQLQJ HDUWKTXDNH GLVDVWHU SUHYHQWLRQ DQG PLWLJDWLRQ KDYH UHFHQWO\ FRPH WR FRYHU 
DVVHVVPHQW RQ VWURQJ JURXQG PRWLRQV LQ WKH WDUJHW DUHD� 8WLOL]DWLRQ RI WKH DVVHVVPHQW IRU GLVDVWHU 
PDQDJHPHQW ZLOO SRVVLEO\ QHHG IXUWKHU GDWD DFTXLVLWLRQ� ,W VKRXOG EH QRWHG� KRZHYHU� WKDW WKH UHVHDUFK KDV 
UHDFKHG DW VXFK D SUDFWLFDO VWDJH ZLWKLQ UDWKHU OLPLWHG WLPH� 3URYLVLRQ RI HVWLPDWHG VFDOH RI HDUWKTXDNH 
KD]DUG WR *URXS � IURP *URXS � LPSOLHV RSHQLQJ RI FROODERUDWLRQ EHWZHHQ WKHVH WZR JURXSV� (PHUJHQFH RI 
VXFK SRVVLELOLW\ RI WKH FROODERUDWLRQ LQFUHDVHG DQ H[WHQW RI WKH HIIHFWLYHQHVV RI WKH 3URMHFW�

�3� (I¿FLHQF\� PRGHUDWH
7KURXJK WKHVH ¿YH \HDUV� FROODERUDWLRQ EHWZHHQ WKH ,QGLDQ UHVHDUFKHUV DQG WKH -DSDQHVH UHVHDUFKHUV KDV 

EHHQ H[WHQVLYHO\ SURPRWHG� (TXLSPHQW QHZO\ LQWURGXFHG E\ WKH -DSDQHVH VLGH EHFDPH DYDLODEOH IRU VWXGLHV 
ZLWKRXW VLJQL¿FDQW GHOD\ H[FHSW $:6� 7ULS WR WKH FRXQWHUSDUW FRXQWU\ E\ ,QGLDQ DQG -DSDQHVH UHVHDUFK 
JURXSV ZHUH PDGH PRVWO\ DV VFKHGXOHG� :LWK UHJDUG WR WKH SURMHFW UHVRXUFH� WKH LQSXWV ZHUH GRQH DV 
SODQQHG�

'HSOR\PHQW RI $:6 ZDV GHOD\HG IRU WKH IROORZLQJ UHDVRQ� 3URFXUHPHQW RI $:6 SUHUHTXLUHG UHVHUYDWLRQ 
RI ODQG ZLWK SHUPLVVLRQ OHWWHUV IURP ODQGRZQHUV� 6WDII IDFLOLWDWLQJ GHSOR\PHQW RI $:6 ZDV GHOD\HG� 7KXV� 

III. Results of Evaluation
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WKH GHOD\ RI WKH VWDIIV FDXVHG WKH GHOD\ RI GHSOR\PHQW RI $:6�

��� ,PSDFWV� KLJK
2QH RI IHDWXUHV RI WKH 3URMHFW LV IRXQG LQ D SURFHVV RI EXLOGLQJ WKH GLVDVWHU PDQDJHPHQW LQIRUPDWLRQ 

SODWIRUP� 7KH SURFHVV LV FROODERUDWLRQ RI WKH UHVHDUFKHUV RI GLIIHUHQW GLVFLSOLQH� 6XFK FROODERUDWLRQ SURGXFHG 
D SURWRW\SH RI WKH GLVDVWHU PDQDJHPHQW LQIRUPDWLRQ SODWIRUP WKDW SURYLGHV DOO QHFHVVDU\ LQIRUPDWLRQ DW 
GLIIHUHQW VWDJHV IURP GLVDVWHU PLWLJDWLRQ WR UHFRYHU\� )XUWKHU LQWHUDFWLRQV DPRQJ WKH UHVHDUFKHUV SDUWLFLSDWHG� 
DV ZHOO DV FRQWLQXHG GHYHORSPHQW RI WKH SURWRW\SH E\ LQFRUSRUDWLQJ DFWXDO QHHGV RI WKH JRYHUQPHQW RI¿FLDOV 
LQ FKDUJH RI GLVDVWHU PDQDJHPHQW� ZLOO SURPRWH LWV DGRSWLRQ DV WKH V\VWHP FRPHV WR PRUH PHHW WKH VRFLHW\ LQ 
,QGLD�

��� 6XVWDLQDELOLW\� KLJK
3ROLF\ DVSHFW� $V VKRZQ LQ WKH ��WK )LYH <HDU 3ODQ ��0��±�0��� DQG ³1DWLRQDO 'LVDVWHU 0DQDJHPHQW 

,QIRUPDWLRQ DQG &RPPXQLFDWLRQ 6\VWHP´ �)HEUXDU\ �0���� DSSOLFDWLRQ RI WKH ,&7 IRU WKH GLVDVWHU 
PDQDJHPHQW LV SULRULWL]HG LQ WKH QDWLRQDO SROLFLHV LQ ,QGLD� 7KH SROLFLHV IRU ,&7 DQG GLVDVWHU PDQDJHPHQW 
DUH H[SHFWHG WR EH FRQWLQXHG LQ WKH IXWXUH�

,QVWLWXWLRQDO DVSHFW� 7KH UHVHDUFK LQVWLWXWHV WKDW DUH H[SHFWHG WR FRQWLQXH WKH DFWLYLWLHV RI ',6$1(7 
LQFOXGH YDULHG LQVWLWXWHV� QDPHO\� ,,7.� 1*5, DQG ,,,7+ IRU VHLVPRORJ\ DQG EXLOGLQJ KHDOWK� ,0' DQG 
,,7+ IRU $:6 GDWD QHWZRUN� ,,70 IRU HPHUJHQF\ FRPPXQLFDWLRQ LQIUDVWUXFWXUH� DQG ,,7+ IRU GLVDVWHU 
LQIRUPDWLRQ SODWIRUP� $OO WKHVH LQVWLWXWHV DUH SHUPDQHQW RUJDQL]DWLRQV DQG HQJDJHG LQ SURYLVLRQ RI 
JRYHUQPHQWDO RU SXEOLF VHUYLFH� 7KHVH LQVWLWXWLRQV VWDUWHG WKHLU HIIRUW WR VHFXUH EXGJHWV WR PDLQWDLQ 
HTXLSPHQW DQG WR FRQWLQXH UHVHDUFK DIWHU WKH HQG RI WKH 3URMHFW�

7HFKQLFDO DVSHFW� 7KH 3URMHFW KDV RSHQHG D SODFH IRU FROODERUDWLRQ VWXGLHV RQ WKH ,&7 DSSOLFDWLRQ DPRQJ 
,,7+ DQG RWKHU UHODWHG LQVWLWXWHV RI ,QGLD DQG -DSDQ� ,W LV H[SHFWHG WKDW WKH UHVHDUFKHUV LQYROYHG ZLOO FRQWLQXH 
VFLHQWL¿F DQG DFDGHPLF LQWHUDFWLRQV LQ WKLV ¿HOG�

3-2 Factors that promoted materialization of effects
��� 2XWUHDFK DFWLYLWLHV

,Q �0�� WR �0��� *URXS � KHOG DQ RXWUHDFK V\PSRVLXP LQ WKH &LW\ RI &KDQGLJDUK� DQG SHUIRUPHG RXWUHDFK 
DFWLYLWLHV VXFK DV ZRUNVKRSV DQG H[HUFLVHV DW VFKRROV LQ QHLJKERULQJ DUHDV� ,Q -XO\ �0��� WKH GHPRQVWUDWLRQ 
IRFXVHG PDLQO\ RQ WKH RXWFRPHV IURP *URXS 3 �&RPPXQLFDWLRQ ,QIUDVWUXFWXUH� ZDV KHOG DW &KHQQDL� ,Q WKH 
IROORZLQJ ZHHN� WKH GHPRQVWUDWLRQ IRU DOO IRXU JURXSV ZDV KHOG DW +\GHUDEDG� DQG SDUWLFLSDWHG E\ FHQWUDO 
DQG PXQLFLSDO JRYHUQPHQW� SROLFH DQG UDLOZD\ FRPSDQLHV DVVLJQHG WR GLVDVWHU PDQDJHPHQW� 7KHVH LOOXVWUDWH 
RXWUHDFK DFWLYLWLHV FRQGXFWHG E\ WKH 3URMHFW� ,Q DGGLWLRQ� WKH 3URMHFW PDGH D SUHVHQWDWLRQ RQ WKH RXWOLQH DQG 
DFKLHYHPHQW RI WKH 3URMHFW WR 1'0$ LQ -DQXDU\ �0��� 7KLV LV D JUHDW VWHS IRU D QDWLRQZLGH GLVVHPLQDWLRQ RI 
WKH GLVDVWHU PDQDJHPHQW LQIRUPDWLRQ V\VWHP GHYHORSHG E\ WKH 3URMHFW�

��� ([SDQVLRQ RI WKH ,QGLDQ UHVHDUFK JURXSV
,Q YLHZ RI D ORQJ WHUP� ',6$1(7 LV SRVLWLRQHG WR VXSSRUW RQH RI WKH ¿YH DFDGHPLF DUHDV WKDW ZHUH 

LGHQWL¿HG WR LPSOHPHQW ³,,7+�-DSDQ &ROODERUDWLRQ 3URJUDP´ �2FWREHU �00��� ,Q D FRXUVH WR LPSOHPHQW WKH 
',6$1(7 3URMHFW� UHVHDUFK FROODERUDWLRQ QHWZRUN EHWZHHQ ,,7+ DQG RWKHU LQVWLWXWHV VXFK DV ,,,7+� ,,7.� 
,,70� ,0'� 1*5, LQ WKH ¿HOG RI VHLVPRORJ\� ZHDWKHU PRQLWRULQJ RU GLVDVWHU PDQDJHPHQW LQIRUPDWLRQ V\VWHP 
KDV EHHQ HVWDEOLVKHG� ([SDQVLRQ RI WKH UHVHDUFK WDUJHWV KDV VWUHQJWKHQHG WKH HIIHFWLYHQHVV RI WKH 3URMHFW�
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�3� &ROODERUDWLRQ DPRQJ WKH UHVHDUFK JURXSV
,W ZDV UHFRPPHQGHG LQ WKH 0LG�WHUP 5HYLHZ WKDW WKH FRRSHUDWLRQ DPRQJ JURXSV VKRXOG EH DFFHOHUDWHG� 

1RZ� WKH VHQVRU GDWD QHWZRUN KDV EHHQ HVWDEOLVKHG� DQG WKH GDWD DUH FROOHFWHG LQ WKH XQL¿HG IRUPDW WR WKH 
SODWIRUP RI *�� *� GHYHORSHG YLEUDWLRQ VHQVRU PDWHULDO DFFRUGLQJ WR WKH UHTXHVW RI *�� )XUWKHUPRUH� JURXSV 
MRLQWO\ KROG ZRUNVKRSV RU RWKHU RXWUHDFK DFWLYLWLHV� 6XFK FROODERUDWLRQ DPRQJ WKH UHVHDUFK JURXSV KDV DOVR 
VWUHQJWKHQHG WKH HIIHFWLYHQHVV RI WKH 3URMHFW�

3-3 Factors that impeded materialization of effects
��� 'HOD\ LQ GDWD DFTXLVLWLRQ RI $:6 QHWZRUN

7KH 0LG�WHUP 5HYLHZ LQGLFDWHG GHOD\ LQ GHYHORSLQJ WHFKQLFDO VSHFL¿FDWLRQV DQG IROORZHG GHSOR\PHQW 
ZRUNV IRU 9DLVDOD�W\SH $:6� $IWHUZDUGV� WKH GHSOR\PHQW ZDV DFFHOHUDWHG DQG FRPSOHWHG RI WKH �� VLWHV� 
DQG WKH PLFUR�VFDOH ZHDWKHU REVHUYDWLRQ LQ +\GHUDEDG VWDUWHG� +RZHYHU� GDWD DFTXLVLWLRQ LV VWLOO LQVXI¿FLHQW 
DQG LW ZLOO EH QHHGHG WR DFFXPXODWH WKH ZHDWKHU GDWD IXUWKHU PRUH IRU DQDO\VLQJ WKH FLW\�VFDOH ZHDWKHU 
phenomenon.

3-4 Conclusion
7KH VWXGLHV RI WKH ',6$1(7 3URMHFW IRU VHLVPRORJ\ DQG EXLOGLQJ KHDOWK KDYH UHDFKHG WKH DVVHVVPHQW 

RI HDUWKTXDNH KD]DUGV DW WKH WDUJHW DUHD LQ ,QGR�*DQJHWLF 3ODLQ� 7KH FLW\�ZLGH ZHDWKHU PRQLWRULQJ DW 
+\GHUDEDG KDV DOVR EHHQ VXFFHVVIXOO\ DEOH WR REVHUYH EHKDYLRXU RI ORFDO KHDY\ UDLQ� 7KH FRPPXQLFDWLRQ 
LQIUDVWUXFWXUH DQG LQIRUPDWLRQ SODWIRUP WR REWDLQ DQG GLVVHPLQDWH VHOHFWHG GLVDVWHU LQIRUPDWLRQ KDV EHHQ 
GHYHORSHG IRU XVH RI WKH VRFLHWLHV LQ ,QGLD� )RU FRQWLQXLQJ WKH GDWD DFTXLVLWLRQ HYHQ DIWHU WKH 3URMHFW� WKH 
,QGLDQ UHVHDUFK JURXSV KDYH DOUHDG\ SDLG GXH UHJDUG WR HIIRUWV IRU VHFXULQJ IXQGV DYDLODEOH WR RSHUDWH DQG 
PDLQWDLQ WKH REVHUYDWLRQ LQVWUXPHQWV� &RQVLGHULQJ WKHVH GHYHORSPHQWV LQ WKH ODVW ¿YH \HDUV� WKH (YDOXDWLRQ 
7HDP FRQFOXGHV WKDW LW LV SHUWLQHQW WKDW WKH 3URMHFW EH WHUPLQDWHG DV SODQQHG�

3-5 Recommendations
3-5-1 Actions toward the end of the Project
��� ,Q WKH FRXUVH RI GHYHORSLQJ D SURWRW\SH RI $:6 QHWZRUN ZLWK GHQVH JUDQXODULW\� WKH *URXS � UHVHDUFKHUV 
H[SORUHG VHYHUDO W\SHV RI $:6 GHSOR\PHQW GHVLJQV� $W VHYHUDO SODFHV� LQVWDOODWLRQ RI 9DLVDOD�W\SH $:6 LV 
VWLOO H[SHULPHQWDO� )RU LQVWDQFH� VHYHUDO ER[HV DUH H[SRVHG RXWGRRU ZLWKRXW FRXQWHUPHDVXUHV DJDLQVW ZDWHU 
DQG GXVW� $W WKH WLPH RI LPSOHPHQWDWLRQ� WKH\ QHHG WR EH LQVWDOOHG SURSHUO\ ZLWK FRXQWHU PHDVXUH DJDLQVW 
ZDWHU DQG GXVW�

3-5-2 Actions after the end of the Project
��� 5HDOL]LQJ HIIHFWLYHQHVV RI GHQVHO\ GHSOR\HG $:6 IRU FLW\�ZLGH GLVDVWHU IRUHFDVW� ,0' +\GHUDEDG LV 
JRLQJ WR H[DPLQH FRPSDWLELOLW\ RI GDWD DWWDLQHG IURP 9DLVDOD�W\SH $:6 ZLWK WKRVH IURP :02�VWDQGDUG 
$:6� 2QFH WKH FRPSDWLELOLW\ LV FRQ¿UPHG� LW LV UHFRPPHQGHG WKDW ERWK ,0' +\GHUDEDG DQG ,,7+ UHSRUW 
DQG DGYHUWLVH 9DLVDOD�W\SH $:6 RQ LWV HIIHFWLYHQHVV WR UHODWHG DXWKRULWLHV LQ RUGHU WR HQKDQFH FDSDFLW\ RI 
ZHDWKHU REVHUYDWLRQ IRU GLVDVWHU PLWLJDWLRQ�

��� ,W LV GLI¿FXOW WR FOLPE WKH WRZHUV RI :02�VWDQGDUG $:6 IRU D PDLQWHQDQFH SXUSRVH� $W WKH WLPH RI 
PDLQWHQDQFH RI HTXLSPHQW DWWDFKHG WR WRZHUV VXFK DV DQHPRPHWHUV� LW LV UHFRPPHQGHG WR VHW XS VFDIIROGLQJ 
VR WKDW ZRUNHUV FDQ VDIHO\ GR PDLQWHQDQFH ZRUN�
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3-6 Lessons learnt
��� ,Q WKH 3URMHFW� *URXS 3 FRQGXFWHG D ZRUNVKRS WR DGYHUWLVH RXWFRPH RI LWV UHVHDUFK DFWLYLWLHV� ZKLFK 
FDXVHG LQTXLU\ IURP SDUWLFLSDQWV� *URXS � GHPRQVWUDWHG GDWD FROOHFWHG IURP GHQVHO\ GHSOR\HG 9DLVDOD�W\SH 
$:6� ZKLFK IDFLOLWDWHG ,0' RI¿FLDOV WR XQGHUVWDQG HIIHFWLYHQHVV RI GHSOR\PHQW ZLWK GHQVH JUDQXODULW\� 
(YHQ LI FHUWDLQ WHFKQRORJ\ LV VWLOO XQGHU GHYHORSPHQW� LWV GHPRQVWUDWLRQ WR WKRVH ZKR DUH H[SHFWHG WR 
LPSOHPHQW FDQ IDFLOLWDWH LWV DSSOLFDWLRQ�

��� (DFK VHQVRU QHWZRUN LV GHVLJQHG WR EH HTXLSSHG ZLWK FRPPRQ GDWD IRUPDW DQG FRPPXQLFDWLRQ SURWRFRO 
VR WKDW GDWD REWDLQHG IURP GLIIHUHQW VHQVRU QHWZRUN FDQ EH LQWHJUDWHG LQWR WKH SRUWDO VLWH GHYHORSHG E\ 
*URXS �� $W D PHHWLQJ DW 0LQLVWU\ RI 7HOHFRPPXQLFDWLRQ� PLQLVWHULDO RI¿FLDOV H[SUHVVHG WKHLU LQWHUHVW LQ 
LQFRUSRUDWLQJ $:6 QHWZRUN GHYHORSHG E\ *URXS � WR 6PDUW &LW\ SODQQHG LQ +\GHUDEDG� ,Q RWKHU ZRUGV� 
$:6 QHWZRUN KDV EHFRPH FRPPRQ SODWIRUP IRU DSSOLFDWLRQ LQ UHOHYDQW ¿HOG� :KHQ WKHUH LV D QHZ 3URMHFW 
LQWURGXFLQJ D QHZ ,7 V\VWHP� LW LV DGYLVHG WR GHVLJQ DQG EXLOG D V\VWHP PDNLQJ XVH RI DV PXFK VWDQGDUGL]HG 
VSHFL¿FDWLRQ DQG IRUPDW VR WKDW GDWD REWDLQHG FDQ EH XWLOL]HG RUJDQLFDOO\�

[LY



第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査の背景・経緯

独立行政法人科学技術振興機構（JST）、独立行政法人国際協力機構（JICA）及びインド政府は、

「自然災害の減災と復旧のための情報ネットワーク構築に関する研究（DISANET）」のためのプ

ロジェクト（以下、「本プロジェクト」と称する）を実施するうえで互いに協力することに合意

した。インド工科大学ハイデラバード校（IITH）が本プロジェクトの総括的な責任を負い、また、

合同調整委員会（JCC）の議長を担当することが決められた。

本プロジェクトを実施するために、以下に示す 4 つの研究グループが編成された。これらの研

究グループは、それぞれ異なった研究課題をもち、日本とインドの学術機関の参加を得て活動に

従事した。

グループ１：地震災害リスクの軽減

グループ２：気象モニタリングプラットフォーム

グループ３：緊急時通信基盤

グループ４：防災情報通信プラットフォーム

2009 年 7 月及び 8 月の協議の結果、日本・インド両政府は JICA 及び JST が行う地球規模課題

対応国際科学技術協力（SATREPS）の枠組みの下に本プロジェクトの概要を作成し合意した。討

議議事録（R/D）が 2010 年 3 月 17 日に署名され、本プロジェクトは 2010 年 7 月から 2015 年 6
月までの 5 年間を協力期間として開始された。終了を半年後に迎えた 2014 年 11 月に JICA によ

り本終了時評価調査団がインドに派遣された。

１－２　調査の目的

本終了時評価調査の目的は以下のとおりである。

１．本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析する。

２．プロジェクト実施のプロセスを検討する。

３．調査結果を評価報告書に取りまとめ合意する。

１－３　調査団の構成

本評価調査を実施した終了時評価調査団（以下、「調査団」という）の団員構成は以下に示す

とおりである。

氏　名 担当分野 所属組織

竹内　博史 団長／総括
JICA 社会基盤・平和構築部運輸交通・情報通信

G 第二チーム　課長

舘山　丈太郎 評価企画
JICA 社会基盤・平和構築部運輸交通・情報通信

G 第二チーム

－ 1 －



本蔵　義守 オブザーバー（科学技

術計画・評価）

東京工業大学　名誉教授

増田　勝彦 JST 地球規模課題国際協力室

寺尾　豊光 評価分析 水産エンジニアリング株式会社

１－４　調査日程

プロジェクト実施に係る関連の報告書などを検討し、研究グループに対する質問書に基づいて

日本及びインド側研究グループに対して聴取調査を行った。聴取調査、質問書に対する回答、関

連報告書などから得られた情報に基づいて、評価報告書が作成された。調査日程の詳細を付属資

料１．合同評価報告書の Annex 1 に示す。

１－５　評価の方法

１－５－１　達成実績の評価

１．日本・インド側投入の検討

２．プロジェクト目標の達成状況の検討

３．成果の達成状況の検討

１－５－２　評価５項目の基準

本終了時評価調査は「新 JICA 事業ガイドライン（第 1 版）」（2010 年 6 月）に従い実施された。

本ガイドラインに含まれる評価５項目の基準はOECD開発委員会の開発援助評価方針（1991年）

に沿うものである。

評価基準 主な評価設問

妥当性

プロジエクト実施の正当性、必要性を問う。

・相手国の開発政策との整合性はあるか。

・対象地域・社会・対象グループのニーズに合致しているか。

・日本の援助政策、国別事業展開計画との整合性はあるか。

・プロジェクトのアプローチ、対象、地域などが適切に選択されたか。

有効性

プロジェクトの効果を問う。

・プロジェクト目標は達成されているか（達成されるか）。

・プロジェク卜成果の結果としてその達成はもたらされたか（もたらされる

か）。

・プロジェクト目標に至るまでの外部条件の影響はあるか。

効率性

プロジェクト投入の成果への転換効率を問う。

・投入はタイミングよく実施されたか。

・投入の規模や質は適切か。

・成果は達成されたか。

・活動から成果に至るまでの外部条件の影響はある。
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インパクト

プロジェク卜の長期的、波及的効果を問う。

・上位目標は達成されるか。

・上位目標に至るまでの外部条件の影響はあるか。

・予期しなかったプラス・マイナスの影響（波及効果も含む）はあるか。

・上位目標の達成を貢献・阻害する要因は何か。

持続性

協力終了後の持続性を問う。

・プロジェクト目標、上位目標などのプロジェク卜がめざしていた効果は、

援助終了後も持続するか。

・活動を円滑に実施するに足る組織能力があるか。

・関連規制、法制度は整備されているか。

・財政的に独立しているか、あるいは財政支援が継続しているか。

・必要な技術が維持・普及されているか、資機材は適切に維持管理されてい

るか。
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第２章　プロジェクトの概要

2010 年 3 月 17 日付けの R/D には本プロジェクトのマスタープランが含まれている。その概略

内容は以下のとおりである。

２－１　上位目標

自然災害の防災及び情報通信分野において日本とインドの研究協力を強化し、地球規模課題の

科学技術の振興を進める。

２－２　プロジェクト目標

（１）継続的に地震及び気象データを収集するための情報ネットワークインフラが構築され、災

害救援活動、復旧、復興支援を支援する技術的基盤が確立される。

（２）自然災害発生中／発生後の状況において、迅速な配置が可能な緊急通信システムと復旧活

動のためのデータを配信する強固な通信システムが開発される。

２－３　成　果

グループ１：地震災害リスクの軽減

センサー・ネットワークを通じた地震ハザード評価と脆弱性調査が実施される。

グループ２：気象モニタリングプラットフォーム

先進的な電気通信技術を利用することにより、厳しい環境下でかつ限られた費用で

配置可能な（気象災害モニタリングのデータを収集するための）センサーネットワー

クプロトタイプが開発される。

グループ３：緊急時通信基盤

緊急時／災害後の通信システム及びデータ処理システムが開発される。

グループ４：防災情報通信プラットフォーム

災害時の減災と復旧のための情報共有基盤と災害管理システムが開発される。
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第３章　プロジェクトの投入実績

３－１　日本側の投入

日本側から投入された主なものは以下のとおりである。詳細を付属資料１．合同評価報告書の

Annex 2 ～ 4 に示す。

（１）研究者及び専門家の派遣

2014 年 11 月までの日本側研究者のインドへの派遣は次表のように要約される。詳細を付

属資料１．合同評価報告書の Annex 2 に示す。

研究者（短期専門家）の派遣

区　分 2010 年 6 月～ 2014 年 11 月

研究者数 20 人

派遣延べ回数 154 回

派遣延べ日数 ��0�3 日

出典：DISANET、2014 年 11 月

長期専門家の派遣状況は以下のとおりである。

長期専門家の派遣

業務内容 員数、期間

業務調整員
1 人、

2012 年 11 月から現在まで

出典：DISANET、2014 年 11 月

（２）在外事業強化費

2010 年 7 月から 2014 年 9 月に至るまでの間、JICA が負担したローカル・オペレーション

コスト（在外事業強化費）は ���00 万 ��0�� 円であった。

（３）供与機材

理化学機器及びコンピュータ等の機材が供与された。2014 年 11 月現在の調達費用は約 2
億 ����3 万 ��000 円である。内訳を付属資料１．合同評価報告書の Annex 3 に示す。

（４）本邦への招聘研究

2014 年 10 月までの間に日本で実施されインド側研究者も参加した、協議及びサイト研修

を含む研究活動並びにワークショップは 65 回に達した。詳細を付属資料１．合同評価報告

書の Annex 4 に示す。
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３－２　インド側の投入

インド側の投入は以下のとおりである。詳細を付属資料１．合同評価報告書の Annex 5 に示

す。

（１）大学教員〔カウンターパート（C/P）要員〕の配置

プロジェクト・ディレクター及びコーディネーターに加えて、51 人の研究者（大学教員）

が日本側研究者とともに本プロジェクトの研究活動に従事した。これらインド側 C/P 要員の

氏名と所属先を付属資料１．合同評価報告書の Annex 5 に示す。

（２）経費と機材費

ヒマラヤ地域または ,QGR�*DQJHWLF 平原において調査サイトをもつインド側研究グループ

から収集した情報として、以下の経費及び機材費の支出があった。

組織名 金　額 費　目

インド国立地球物理学研究所（NGRI） ������000 ,15（約 86� ���000） 運営費

NGRI ��0�000 ,15（約 86� ���000） 機材費

国際情報工科大学ハイデラバード校（IIITH） 300�000 ,15（約 86� ��000） 機材費

合　計 ������000 ,15（約 86���3�000）
備考：INR（インド・ルピー）（約 1.89 円、2014 年 12 月現在）
出典：NGRI、IIITH、2014 年 11 月

（３）供与施設など

インド側が供与した主な施設・設備は以下のとおりである。

１）場所：研究機材を据え付けるための建物・施設、研究室、事務室、会議室、セミナー室

（ビデオ会議設備を含む）

２）補強人材：学生

３）建設工事：強震計設置のための基礎工事など

４）インフラ施設：C/P 機関におけるインターネット、電力設備、事務消耗品など
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第４章　プロジェクトの達成状況と実施プロセス

４－１　成果の達成状況

成果達成の状況は以下のように要約できる。

成果１ 地震災害リスクの軽減：センサー・ネットワークを通じた地震ハザード評価と脆

弱性調査が実施される。

指　標 （1-1） GPS 観測の結果などを利用し、ヒマラヤ地域で発生した過去の被害地震の

発生間隔や断層のすべり速度が評価される。

（1-2）ヒマラヤ地域における（最大加速度等の）強震動予測と、強震計の観測記

録による検証、並びに当該地域の距離減衰関係式の開発などの結果からヒマ

ラヤ地域のプレート境界が 3 次元モデル化される。

（1-3）ヒマラヤ地域 &KDQGLJDUK 市のいくつかの建物に、オンラインで構造力学的

特性を調査するための建物振動観測機器が設置され、&KDQGLJDUK 市の建物の

脆弱性評価と災害発生後の対応のためのツールが開発される。

（1-4） IITH キャンパスなどのいくつかの建物において建物振動観測が実施され、

それらの建物のへルスモニタリングが実施される。

出典：R/D（2010 年 3 月 17 日）付属資料 I マスタープラン

ヒマラヤ地域及び ,QGR�*DQJHWLF 平原（ヒンドスタン平原）において、全地球測位システム（GPS）
による 8 カ所の固定点観測とキャンペーン観測により、活断層のすべり速度の推測がなされ、そ

の一方で、活断層のトレンチ調査及び航空・衛星写真による古地震学調査も実施された。これら

の調査結果及び放射性炭素同位体年代測定から、複数の地震の発生時期が明らかにされた（指標

1-1）。発生時期が特定された例として、最新のものでは、1905 年の Kangra 地震（マグニチュー

ド 7.8）が挙げられた。本プロジェクトでは、Kangra 付近のマグニチュード 7.8 の地震を将来の

シナリオ地震と設定し、これに基づき震源モデルが構築されている。

2012 年 10 月までの間に、,QGR�*DQJHWLF 平原に計画されていた 26 地点すべてにおいて広帯域強

震計の設置が行われた。評価調査時点ではオンライン化が実施中であった。広帯域強震計の利点

が十分に生かされ、世界中で発生したマグニチュード 7 以上のすべての地震及びマグニチュード

6 以上の多くの地震の記録が得られていることが確認された。遠近各地を震源とする地震の測定

結果等から、,QGR�*DQJHWLF 平原中央部の 3 次元地下構造モデルが構築されつつある（指標 1-2）。
2012 年 7 月に &KDQGLJDUK 市において、関連する研究者や市の行政職員の参加するワークショッ

プを開催し、建物センサーの設置と建造物の安全性確保の重要性に関して理解が深められた。

2013 年 12 月までに建物センサーが &KDQGLJDUK 市内の公共建造物及び集合住宅など 6 カ所に設置

された（指標 1-3）。これらのセンサー機器による観測の結果を用いて、市内の代表的な建物種別

に対して 3 次元フレームモデルによるフラジリティ解析が行われ建造物ヘルスレポートが作成さ

れた（指標 1-4）。またそれぞれの種別に対してフラジリティ曲線が作成された。

以上により、成果１は達成されたと評価できる。グループ１全体として、研究対象地域のシナ

リオ地震の震源モデルと同地域の地下構造モデルを用いて、シナリオ強震動予測を行うための

アプローチを確立した。また同地域の地震ハザードを評価するための基礎も整えられた。この

評価の結果と建物センサー・サブグループの研究成果であるフラジリティ曲線などを総合して、
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&KDQGLJDUK 市を例とした同地域の地震リスクの評価が行われることとなる。

成果２ 気象観測プラットフォームの構築

指　標 （2-1）観測密度の高い気象データの分析能力が向上する。

（2-2）気象条件に起因するハザード状況と損害を予測する能力が向上する。

出典：R/D（2010 年 3 月 17 日）付属資料 I マスタープラン

成果２は、ほぼ達成された。9DLVDOD 型自動気象観測所（AWS）とデータネットワークの導入

及び IITH の支援を得て、局地的な気象観測のためのインド気象庁（IMD）の設備が強化され

た。2014 年 6 月までに計 18 セットの 9DLVDOD 型 AWS とデータネットワークが +\GHUDEDG 市及び

近隣地区のサイトに設置された。導入された観測機器により、短期かつ局地的な豪雨など都市ス

ケールの気象観測が可能となった（指標 2-1 及び 2-2）。これにより高密度で配置された AWS 観

測システムの有効性が示された。9DLVDOD 型 AWS の特徴を更に気象学用途に拡大応用するため、

9DLVDOD 型 AWS のデータ比較用に世界気象機関（WMO）方式の AWS が 5 台設置された。9DLVDOD
型 AWS の観測データは、,0' +\GHUDEDG の気象レーダのデータ補正に利用されるほかに、洪水、

ヒートアイランド現象、大気汚染の分野でも利用される計画である。

2013 年に、IITH 新キャンパスでセンサー物質開発研究所が稼働開始した。同研究所において、

グループ１の要請により振動センサー素子、また IMD の要請により一酸化炭素と湿度のセン

サーの試作が行われた。同研究所では、今後二酸化炭素のセンサーの試作を行う計画ももつ。こ

れらは高密度で気象モニタリング装置を配備するうえでコスト低減に貢献するものである。

成果３ 持続可能な通信基盤の構築：緊急時／災害後の通信システム及びデ一タ処理シス

テムが開発される。

指　標 （3-1）緊急時／災害後の通信システムが実装される。

（3-2）緊急時／災害後の通信システム基盤の導入・運用ガイドラインが整備される。

（3-3）共同教育を通じ、通信インフラを維持する人材が育成される。

（3-4）リアルタイムでデータ処理が可能な情報共有基盤が整備される。

（3-5）セキュリティ／プライバシーに配慮した情報共有基盤が整備される。

出典：R/D（2010 年 3 月 17 日）付属資料 I マスタープラン

成果３は達成された。いずれの指標も満たされていることが確認された。緊急対応時や災害発

生後の復旧時を想定し、被災地の通信の代替として、LTE（注：W-CDMA 規格などの後継となる

高速データ通信を実現する移動体通信の規格）の通信システムを利用し、音声通話及びショー

トメッセージサービス（SMS）を可能とする方法が示された。インドでは、大半の携帯電話が

GSM（2G）を用いている。そのため、FM ラジオ放送が受信可能な携帯電話が多いことを利用し、

低ビットレートでテキストデータを送信する FM-RDS の導入も行われた。

GSM、コールセンター及び FM ラジオデータシステム（FM-RDS）はインド工科大学マドラス

校（IITM）の構内建物に設置されている。DISANET プロジェクトの活動範囲内において、デー

タ取得を目的とした実証実験が行われた。LTE による通信の到達距離を確保するため、IITM に

おいて LTE 送信機をバルーンによって地上から約 30m の高さに設置する実証実験も行われた。
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また、以上の通信システムを利用して、安否情報をデータベースに登録できるシステムの設計及

びプロトタイプの試験が行われた。

2014 年 7 月に、試作品の採用に向けて、IITM において防災関係者などを招待して以上のシス

テムのデモンストレーションが行われた。このようにして、緊急時・復旧時の通信基盤及び緊急

データ処理のプロトタイプ開発及びその実用性の実証を行うことが可能となった。以上の緊急

時・復旧時の通信システムの開発プロセスは、東日本大震災（2011 年 3 月 11 日）の教訓として

日本側研究者から提案を受け、これに対応して現地ニーズを勘案しインド側研究者により要素技

術の組み合わせへの新たな取り組みが行われることで実現したものであった。そのような努力の

一例として気球による送信機の懸架がある。

成果４ 緊急事態及び減災のための情報通信プラットフォ一ムの開発：災害時の減災と復

旧のための情報共有基盤と災害管理システムが開発される。

指　標 （4-1）緊急災害を課題とする簡便な遠隔教育プラットフォームが開発される。

（4-2）先進的な災害管理システムが整備される。

（4-3）運用指針の作成

出典：R/D（2010 年 3 月 17 日）付属資料 I マスタープラン

成果４は達成された。指標 4-1 は満たされていない。これは IITH が既に遠隔教育に着手して

おり、コンフリクトを避ける必要があったので、活動が割愛されたためと説明されている。指標

4-2 と 4-3 は達成されている。

各研究グループが構築したセンサー・ネットワーク及び緊急時・復旧時通信システムに関する

情報を一元的に管理するポータルサイト・サービスが構築された。このサイトは、防災アプリ

の開発に関心をもつ者の利用のために、オープンデータ・プラットフォームの提供も行ってい

る。災害時の障害に備えて分散型サーバが開発され地理的に離れた場所 2 カ所に設置されてい

る。これらシステム及びデータを災害時においても安全かつ柔軟に管理するためのクラウド・コ

ンピューティング・システムも導入された。また、ポータルサイト・サ一ビスには、災害時に活

用可能な被災者の安否情報の登録システム及び防災に関与する地方自治体や関係機関等が災害時

に利用可能なさまざまな防災情報も含まれている。そのような防災情報の事例として以下が挙げ

られる。

（１）災害に備える段階

地方の気象データ、シナリオ地震に基づいた地震災害リスク

（２）静的データ（状況変遷の影響を受けないデータ）

施設：病院、消防署、警察署

治療・診療施設の詳細

（３）刻々の災害データ

犠牲者・受傷者の詳細と位置

電話メッセージ、画像、ビデオ
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救急車、病院のベッド数（病床数）、道路事情、交通事情

（出典：グループ４）

４－２　プロジェクト目標の達成状況

プロジェ

クト目標

（１）継続的に地震及び気象データを収集するための情報ネットワークインフラ

が構築され、災害救援活動、復旧、復興支援を支援する技術的基盤が確立さ

れる。

（２）自然災害発生中／発生後の状況において、迅速な配置が可能な緊急通信シ

ステムと復旧活動のためのデータを配信する強固な通信システムが開発され

る。

指　標 該当なし

出典：R/D（2010 年 3 月 17 日）付属資料 I マスタープラン

プロジェクト目標は達成された。本プロジェクトでは先端的情報通信技術（ICT）による取組

みの対象として防災情報の整備と活用が選択された。防災情報取得の具体的事例として、,QGR�
Gangetic 平原中央部の調査対象地域において、シナリオ地震や震源モデル及び地下構造モデルに

係る地震学調査が行われ、さらに、建物脆弱性調査が実施された。また +\GHUDEDG 市及び近隣地

区の洪水やその他の都市スケールの気象の観測ネットワークが整備された。前述の成果の達成

状況にみられるように、以上の地震災害の研究は対象地域の地震災害評価の段階に至っている。

+\GHUDEDG 市を対象にした気象モニタリング・ネットワークも、前期のモンスーン季節において

局地豪雨の観測実績を上げている。

これらの防災情報を公共機関や一般市民に提供する情報プラットフォームのモデル及びインド

の通信環境に即した緊急時の通信インフラのプロトタイプも完成した。かくして、防災情報を収

集するインフラの整備とともに社会に情報提供を行うためのプロトタイプ・モデルの整備がなさ

れた。これらの整備と同時に、IITH を中心とするインド工科大学カンプール校（IITK）、IITM、

IIITH の学術機関及び NGRI、IMD の政府機関から構成される C/P 機関への情報提供や技術移転

など学術的貢献が進んだ。

４－３　実施プロセスと効果発現の貢献・阻害要因

４－３－１　効果発現の貢献要因

（１）アウトリーチ活動の進捗

2012 年から 2014 年にかけて、グループ１は &KDQGLJDUK 市においてシンポジウムを開催

し、また市周辺地区の学校において、ワークショップや防災訓練等のアウトリーチ活動を

実施した。2014 年 7 月に、グループ３（緊急時通信基盤）を主として、デモンストレーショ

ンが Chennai 市で実施された。その翌週に、グループ全体による活動展示が +\GHUDEDG 市

において実施され、現地の地方自治体の防災担当者や中央政府の防災関連部署、自治体の

警察及び鉄道会社の防災担当者等の視察を受けた。以上は、本プロジェクトによるアウ

トリーチ活動の実績進捗を示すものといえる。また、2014 年 2 月には、国家防災委員会

（NDMA）にプロジェクトの内容と進捗について説明が行われている。これは、プロジェ

クトにより開発された防災情報管理モデルの全国普及に向けた大きな一歩といえる。
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（２）インド側担当研究機関の拡張

DISANET はもともと IITH 設立支援プログラム（2008 年 10 月）に位置づけられる 5 件

の学術支援分野の 1 つを支援するプロジェクトであった。プロジェクトの計画と実施を経

るなかで、地震学、気象モニタリング、情報通信インフラなどの分野において、IITH と

他の機関（IIITH、IITK、IITM、IMD 及び NGRI）との共同研究のネットワークが確立され

るに至った。研究対象の拡大は本プロジェクトの有効性を高める要因となっている。

（３）グループ間連携

中間レビュー調査の結果、研究グループ間の連携を高めるべきとの指摘がなされた。現

状をみると、各種センサーのデータネットワークが構築され、オンライン化すべきもの

は、データフォーマットが統一されてグループ４が担当する情報プラットフォームに統合

されている。グループ１から要請を受けグループ２でセンサー素子の開発もなされてい

る。また、ワークショップやアウトリーチ活動の実施に際しては、各グループにより共同

活動が行われている。研究グループ連携の実現も本プロジェクトの有効性を高めている。

４－３－２　効果発現の阻害要因

（１）気象観測ネットワークによるデータ取得の遅延

中間レビュー調査の結果により、特に AWS に用いる気象センサーの仕様決定と設置の

遅れが指摘されていた。後半期間では、機器設置は順調な進捗をみせ、2014 年雨期前に

計画の 18 カ所へのセンサー設置が終了し、市内のミクロな気象現象の観測が行われるに

至っている。ただし、データ取得はなお不十分で、気象現象の分析に至るまでには更なる

データの蓄積が求められる。
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第５章　評価５項目による分析

５－１　妥当性：高い

第 12 次 5 カ年計画（2012 ～ 2017 年）では、10.69 章に示されるように、災害リスクを管理し

人命と財産を守りまた地域社会に警報を与えるために、科学技術を活用することを通じて、防災

を優先することが強調されている。脆弱性の高い地域社会に時宜を得た警報を正確に発令できる

ように有効な通信システムを各レベルに確保することも優先されている。加えて、NDMA の防

災ガイドラインのひとつである「国家防災情報通信システム」（2012 年 2 月）にみられるように、

災害緩和、準備、緊急対応、復旧等の防災の各段階に対して、適用すべき ICT ネットワークの要

件が規定されている。本プロジェクトの主な目的は、防災関連情報の活用に向けた先端的な ICT
の応用開発にあるので、以上の国家政策の実施に貢献することができる。

本プロジェクトは、IITH 設立支援プログラム（2008 年 10 月）を構成する学術 5 分野の 1 つを

支援することを目的としている。そのため、このプログラムの一コンポーネントとして所定の役

割を果たせたかみることも必要である。本プロジェクトは、ICT の活用を通じた防災分野の研究

開発（R&D）を行うことを支援の目的に選定した。また、IITH 以外からも C/P 研究者を得て研

究分野を広く取る途を選んだ。結果として多様な研究実績が上げられ各研究機関と IITH との研

究交流の場が確立された。ICT 分野の学術振興において IITH を支援するうえでこのアプローチ

は適切なものであった。

５－２　有効性：高い

プロジェクト目標は達成されている。プロジェクト目標達成への各成果の貢献はそれぞれ大

きい。とりわけ、IITH 以外にも C/P 研究者を拡大し研究分野を広く取る途を選んだ結果として、

IITH における ICT 分野の研究開発の進展とともに、気象及び地震災害管理の分野において多く

の研究インフラが整備され、また、有用な研究成果が得られることとなった。さらに、クラウド

連携型のデータネットワークを開発することを通じて、IITH のみならず関係研究機関に ICT 活

用の事例を示すことができた。

地震学研究は、研究対象地域におけるシナリオ地震と震源モデルについて、強震動予測が可能

な段階にまで今や進められた。一般利用に至るまでには、なおデータの蓄積が必要とされるが、

限られた期間中にこの段階まで達することができたことは注目に値する。グループ１による強震

動予測情報の提供はグループ１とグループ４の事実上の連携の開始を示す。そのような連携の可

能性が示されたことにより、本プロジェクトの有効性が一層高められている。

５－３　効率性：中程度

この 5 年間を通じてインド側と日本側の協力体制の構築が進んだ。AWS 設置の遅延を除くと、

供与機材はほぼ予定どおりに導入された。日本側研究者のインド出張とインド側研究者の日本出

張は、ほぼ予定に沿って実施された。リソースの投入内容と時期はほぼ予定どおりであったとい

える。

AWS 設置遅延の理由として以下が挙げられた。土地所有者の許可レターにより据え付け場所

を確保することが前提となった。また、機器設置を促進するスタッフの雇い入れに時間を要し

た。結果として、スタッフ雇用の遅延が AWS 設置の遅延を引き起こした。
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５－４　インパクト：高い

本プロジェクトの特徴として、異なる学術分野の研究者による協力の下に、防災情報システム

の構築が進められたことが挙げられる。これにより、災害緩和対策や広報活動など発生前の準備

から災害復旧までの一連の流れで活用できる情報プラットフォームのプロトタイプが開発され

た。今後も参加研究者同士が情報交換を継続し、また政府・地方自治体の防災担当者の要望を取

り入れて、プロトタイプの開発を進めることにより、インド社会に適合する防災情報システムと

して普及することが期待できる。

本プロジェクトで行われた ,QGR�*DQJHWLF 平野中央部における地震被害の評価に至る一連の地震

学調査は、意義ある研究成果を生み出した。成果１の達成は単に ICT により活用される防災情

報の範囲にとどまるものではない。GPS・活断層調査、強震動調査、建物脆弱性調査から構成さ

れた地震被害の評価研究は、インドでは初めて行われた体系的な地震研究となり、内外の地震学

調査の進展に広く貢献するものとなった。これは本プロジェクトのインパクトを大いに高めてい

る。

IITH が検討を進めているスマート・シティに関するプロジェクトに、本プロジェクトが整備

した AWS データネットワークを組み込むことが検討されている。また、AWS 設置の敷地を供与

している大学・研究機関等においては、取得された気象データが教育及び研究目的で活用されて

いることも確認された。IMD に加えて、さまざまな組織が AWS 気象データネットワークを多目

的に利用する状況は、本プロジェクトにおいてもともと意図された ICT 活用の目的・方向性が

実現される可能性を示唆するものといえる。

５－５　持続性：高い

第 12 次 5 カ年計画（2012 ～ 2017 年）及び NDMA の国家防災情報通信システム（2012 年 2 月）

にみられるように、防災分野への ICT の適用に係る国家政策は優先されており、関係政策は今

後も継続すると見込まれる。

本プロジェクトの活動を継続すると見込まれる担当組織は、地震学では IITK、NGRI 及び

IIITH、気象モニタリングでは IMD 及び IITH、通信インフラでは IITM、防災情報プラットフォー

ムでは IITH と、多様である。いずれも、政府または公共サービスを継続実施するための確固と

した組織体制を有している。また、これらの実施機関は、関係の調査研究を継続させるために、

機器維持等の予算を確保する努力を始めてもいる。

本プロジェクトにより、IITH 及び日本を含むインド国内外の関係学術研究機関との間に ICT
活用のための共同研究に途が開かれた。今後も参加研究者同士が情報交換を継続することが期待

できる。
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第６章　科学技術的視点からの評価

６－１　研究課題名

自然災害の減災と復旧のための情報ネットワーク構築に関する研究（2010 年 7 月～ 2015 年 6 月）

６－２　研究代表者

（１）日本側研究代表者：村井　純（慶応義塾大学　教授）

（２）相手側研究代表者：8�%� 'HVDL〔インド工科大学ハイデラバード校（IITH）学長〕

６－３　研究概要

本研究では、インドを例として、グローバルな情報ネットワークを活用して継続的に気象や地

震等のデータを収集・分析する基盤を構築するとともに、災害発生時において短時間で被災地に

対する通信インフラを提供することを目的としている。それらが、効率のよい救援・救出活動を

支援し、災害情報の共有基盤を提供することで復旧、復興に至る各段階で地域住民や救援に関わ

る関係者の活動を情報流通の観点から支援する技術基盤を形成する。最終的には、世界のさまざ

まな国における自然災害に対応可能な総合的な防災情報基盤を実現することを目標としている。

具体的には、次の 4 つの研究項目に取り組んだ。

（１）地震災害の軽減

（２）気象観測プラットフォーム

（３）持続可能な通信インフラストラクチャ

（４）緊急事態及び減災のための情報通信プラットフォームの開発

６－４　評価結果

総合評価（A：所期の計画と同等の取り組みが行われている。）

個別の研究課題については、気象観測プラットフォームを除いて当初の計画に沿った取り組み

が行われ、目標とする成果に結びついていると認められる。現状では不十分と位置づけられる気

象災害関連についても、多数の簡易型気象センサーをネットワークで結ぶことでローカルな気象

異常を把握できることを実証したことにより、発展途上国での防災対策のための利用、先進国で

の民間ベースでの活用が図られる可能性が出てきた。情報通信プラットフォームを防災に利用す

るという中心課題については、地震災害、気象災害ともにプラットフォームに結びつけるという

点で計画どおりに行われてはいるものの、具体的防災に結びついているとはいい難い。しかし、

情報通信プラットフォームをハイデラバードのスマート・シティ構想に取り込む構想も出始めて

おり、今後さまざまな面での利用が期待できる。若手研究者の育成等については頻繁に交流がな

されているが、論文執筆等については現時点で課題も残る。全体として、情報通信分野の成果は
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高く評価でき、今後、民間も含めた体制の強化が進めば、わが国にとってもメリットになること

が期待できる。

６－４－１　地球規模課題解決への貢献

【課題の重要性とプロジェクトの成果が課題解決に与える科学的・技術的インパクト】

個別課題としての地震関連では、地殻変動に関する新たな知見、トレンチ調査による地震履

歴の解明に基づいてシナリオ地震の合理的設定を可能にしたことに加えて、強震計ネットワー

クの展開によるヒンドスタン平野の 3 次元構造を解明したことにより、ヒンドスタンでの地震

被害軽減に貢献する成果が得られている。持続可能な通信インフラの整備と災害情報通信プ

ラットフォームの構築という観点からは、高い技術力を有する本プロジェクト研究者による成

果は高いインパクトを与えている。本課題で最も重要な防災分野に情報通信システムを導入す

る総合的観点からは、観測ネットワーク・情報連携プラットフォーム構築手法の確立、セン

サー情報の包括的な枠組み、災害への早期対応、復旧・復興での活用など課題解決に向けて一

定の成果が得られたものの、防災という視点で必ずしも十分に連携の取れた成果とはいい難

い。ただし、本課題で開発された情報通信システムは、さまざまな分野で展開できるポテン

シャルを含んでおり、応用技術としてのインパクトを高めることも可能である。

【国際社会における認知、活用の見通し】

情報通信プラットフォームという観点からは国際社会における認知度は高いものの、地震や

気象といった個別防災システムとしては、現段階での国際的認知度は高いとはいえない。しか

し、課題解決の手段としては他国にも応用可能であることから、国際会議等での紹介やアウト

リーチ活動により、広く活用される可能性を有する。気象関係では、多数の雨量計を展開する

ことにより、ローカルな降雨集中を把握できることを示したが、国際規格の観測機器として認

定されていないことから、実験的レベルでは活用可能ではあるが公的機関により業務的に採用

されるには困難が予想される。

【他国、他地域への波及】

地震災害軽減に向けた研究手法はオーソドックスであり、他国、他地域への波及は可能であ

る。災害時情報ネットワークシステムについても十分に展開可能と思われる。しかし、少なく

とも防災という視点では、解決すべき課題が地域ごとに異なる可能性が高く、本プロジェクト

の成果のみでは同様の研究プロジェクトを他地域が積極的に導入するだけのインセンティブを

生み出すには至っていない。今後、実際に防災と結びつくような段階に至れば、インド国内や

情報通信システムに遅れがみられるアジア諸国への波及が期待できる。

【国内外の類似研究と比較したレベル】

全体として、国内で開発された技術を主体としていることから、類似研究との比較という点

では標準レベルといえる。個別課題としては、建物センサーネットワークを災害時情報ネット

ワーク基盤に構築した手法は、今後迅速に被害想定を行ううえで有効な手法となるであろう。

気象関連の研究は新規性に欠ける。簡易型自動気象観測所（簡易型 AWS）展開にあたって、

災害、気象要素の時間的 ･ 空間的特性等から、最適な配置密度、密度差による測定結果の相関

－ 15 －



等の気象学的な研究の要素もあるが、そのような考察等の研究が不十分のままである。情報通

信システム開発の面では、東日本大震災現場にて応用された日本独自の ICT のインドへの適用

であることから、技術レベルとしては他と比較しても優れているものと評価できる。ただし、

情報通信システムと連動した防災という面では、高いレベルに至っていない。

６－４－２　 相手国ニーズの充足

【課題の重要性とプロジェクトの成果が相手国ニーズの充足に与えるインパクト】

地震災害や気象災害などの自然災害が頻発するインドにとって重要な課題であり、また情報

インフラの整備が進みつつあるインドにおける災害情報通信ニーズは高いものの、具体的防災

への貢献は現時点で高いとはいえない。一方、低ビットレートでテキストを送信する FM-RDS
の導入や LITE GSM によるアドホック通信等現地での導入しやすい方式を採用するなど現地レ

ベルにあったソリューションを用意している点は評価できる。今後、情報通信基盤がハイデラ

バードのスマート・シティ構想のなかで位置づけられることになれば、相手国のニーズの充足

に与えるインパクトは高い。

【課題解決、社会実装の見通し】

全体としての防災という視点では、情報通信インフラと防災とのつながりの面で社会実装に

は至っていない。個別課題としては、気象関係を除けば社会実装はある程度期待できる。気

象関係では、具体的災害に適用するための情報を生み出す調査観測で大きな進展がみられない

ことから、課題解決及び社会実装の見通しは高いとはいえない。災害時ネットワークシステム

を活用した多量の気象センサーの展開という手法は重要であるが、国際基準に重きを置く国の

気象予報機関で採用される見通しははっきりしない。しかし、最近の先進国における民間気象

情報会社の活躍をみると、民間ベースでの社会実装が先に実現する可能性もある。一方、例え

ば豪雨災害の場合、降雨－流出－氾濫のプロセスの解析は必須であるが、今回設置した簡易型

AWS によるデータが活用できるツール（氾濫予測モデル等）の整備が必要である。また、都

市気象、都市環境のモニタリングにかかる実運用をはじめ、研究 ･ 調査研究において、関係組

織がシステムを運用することで、有効活用が期待される。

【継続的発展の見通し（人材育成、組織、機材の整備等）】

日印研究者による共著論文の多数執筆、国際学会発表、研究者間の連携など、かなりの成果

を上げてきたものと高く評価できる。また、IITH の若い人材が育っており、観測機材の整備

と合わせて持続的発展は期待できる。観測関係では、現地にセンサー開発ラボを立ち上げたこ

とから、災害時情報ネットワークと今後新たに開発されることが予想されるセンサーの組み合

わせによる新展開も期待できる。簡易型 AWS の今後の活用に関しては、研究や教育において

有効利用を図ることは可能である。特に、都市域におけるヒートアイランドや大気汚染等、局

所的変化が大きいため時間的・空間的に詳細な情報が重要とされる分野の研究での活用が期待

される。
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【成果を基とした研究・利用活動が持続的に発展していく見込み（政策等への反映、成果物の

利用など）】

3 次元地盤構造の解明と地震シナリオの設定により、インド国内の防災に対する意識が向上

し、さらに成果を社会に伝える活動を通した地域レベルでの成果の普及が期待されることか

ら、地域の強震動予測に基づいた建物の耐震化構想などに発展していくことが期待される。ま

た、さまざまな都市機能に関わる別の面での利用も期待できる。今後は、気象災害だけでな

く、広い視野で利用する領域を広げていくことが望まれる。その意味では、大学のさまざまな

分野と合同で利用を図ることは重要である。その際、民間企業と共同して進めていくことも重

要である。ただし、本プロジェクト終了後の資金不足により、発展を継続できるかは必ずしも

楽観を許さない。

６－４－３　 付随的成果

【日本政府、社会、産業への貢献】

安価なセンサーを活用した気象センサーの高密度配置は、今後わが国においても民間気象会

社によって採用される可能性がある。本プロジェクトの中心的課題の情報通信は、今後わが国

の企業がインドもしくはその周辺諸国に進出する際に、最も得意とする分野の一つである。セ

ンサー情報集約技術や防災情報アプリケーション等防災だけでなく、他の用途も視野に入れつ

つ、民間企業も含めた産学一体で進めていくことで情報産業への一定の貢献は期待できる。政

府関係では、IITH 設立支援の一環としての役割は十分に果たしている。

【科学技術の発展】

災害関連の ICT に関しては技術的な進展があった。

【世界で活躍できる日本人人材の育成（若手、グローバル化対応）】

本プロジェクトの若手有力メンバーが IITH において ,,7 $VVLVWDQW 3URIHVVRU として活躍し始め

たことは、世界で活躍できる人材を育成したことの証であり、高く評価してよい。また、災害

ネットワーク関連で大学院生レベルがかなり多く渡印し、インドとの人的交流を活発に行っ

た。本プロジェクト実行期間中の現地での活動等を通して日本人の人材育成（グローバル化）

に貢献してきたものと評価する。

【知財の獲得や、国際標準化の推進、生物資源へのアクセスや、データの入手】

情報通信プラットフォームとのデータのやりとりをする際の通信方式について、オープン

ソースになっている通信方式を使うようにしたため、汎用性が上がり、利用の裾野が広がると

考えられる。特に、この情報通信プラットフォームには、このプロジェクトで収集する地震

データ、気象データだけでなく、今後それら以外のデータも入れていくことから、通信方式の

取扱いやすさは重要である。本研究を通じて開発された気象センサー情報の通信に関する仕様

は、ISO/IEC/IEEE 18880 の国際標準として承認されたことは評価できる。

【その他の具体的成果物（提言書、論文、プログラム、試作品、マニュアル、データなど）】

原著論文 16 件、国際会議 41 件、国内学会 30 件、新聞報道 8 件と日印共同で活動し成果を
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上げてきた点は評価できる。現段階では防災にまで結びついていないが、本課題は、情報通信

分野における防災という観点に立ち、国際会議開催等を通して境界領域として学会をリードし

ていくことも期待される。防災の分野で情報という視点も考えられるが、本課題の成果をみる

限り、情報分野における防災という視点で取り組む方が効率的であると思われる。

【技術及び人的ネットワークの構築（相手国を含む）】

異文化、異制度のインドにおける研究機関との信頼関係を構築、制度上の制約に対する交渉

等、粘り強い活動を通して技術的かつ人的なネットワーク構築を確立した点を高く評価する。

特にアウトリーチ活動を通した技術移転、日印間の連携構築に貢献したことに対して評価す

る。特に、新興の IITH との共同研究を展開したことから、相手国との人的ネットワークは今

後も継続するものと思われる。また、地震災害研究グループと情報ネットワークグループが本

研究を通じて交流したことは、今後の地震災害時の情報収集に大きなきっかけとなった。

６－５　 プロジェクトの運営

【プロジェクト推進体制の構築（他のプロジェクト、機関などとの連携も含む）】

個別のグループでの推進体制はおおむねまとまってはいたものの、各グループの研究成果が有

機的に結び付き、プロジェクトとして更なる成果を創出するといった推進体制が構築できていた

とはいえない。特にグループ２では気象が対象となっていながら、相手機関が行政機関の IMD
と新設の IITH であり、気象の研究機関が不在だったこともあって、プロジェクト全体における

位置づけと役割が明確化できない状態が続いてしまったことは惜しまれる。

【プロジェクト管理及び状況変化への対処（研究チームの体制・遂行状況や研究代表者のリー

ダーシップ）】

研究代表者の総括力は優れているが、個々の研究課題の管理が課題リーダーに任されていたた

めに、連携体制にやや不十分なところがみられた。特に、プロジェクト開始当初に、相手国側大

学の準備不足、相手国側の体制との調整不足に直面した。個々のグループ内ではおおむね適切に

対処できたところが多いものの、プロジェクト全体を統括するという視点での研究代表者のリー

ダーシップにやや不十分なところがみられた。

【成果の活用に向けた活動】

日本とインドの研究者が協力して実証実験を実施して成果の実用化に取り組んだことから一定

の評価ができる。特に災害時通信に関するデモンストレーションの実施、都市スケール気象観

測網の整備と実際のミクロな気象現象の観測、センサー開発ラボの立ち上げ、強震動センサー、

GPS センサー、建物センサーの設置及び実証実験の実施を行えたことは大きな経験を得たものと

思われる。ただし、本プロジェクトで設置された WMO の基準に合致しない簡易型 AWS の利活

用は必ずしも十分とはいえない。今後、例えばヒートアイランドや大気汚染等の研究や教育に有

効活用するなどの展開が望まれる。

【情報発信（論文、講演、シンポジウム、セミナー、マスメディアなど）】

プロジェクトの終盤になってセミナーなどを通して成果が発表され、インド側マスメディアか
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らも注目されるようになったことは評価できる。特にグループ３、４における成果の社会実装を

想定した情報発信は、相手国各機関から関心を得ており、評価できる。ただし、市民レベルで

は、防災情報通信プラットフォームから具体的に災害情報が入ってこないという現状では、市民

を対象に行われたシンポジウムの成果は限定的であろう。

【人材、機材、予算の活用（効率、効果）】

全体としては、人材、機材、予算の活用は妥当であると評価できる。ただし、気象観測機材に

ついては、IMD を C/P としたにもかかわらず、WMO 基準に合致しない装置（簡易型 AWS）を

導入したことが大きな問題として残り、本プロジェクトとして効率的に活用されたとの評価は困

難である。今後、気象の応用分野や教育を通じての利活用に期待する。情報通信プラットフォー

ムの構築等については、今後の機材活用効果は十分に期待できる。

６－６　今後の研究に向けての要改善点及び要望事項

かなりの困難を克服しつつ得た研究成果及びその社会実装を更に展開すべく、今後の継続的な

取り組みを期待する。特に日印の良好な関係を継続するとともに、同様な問題を抱える他地域、

隣接諸国における課題解決に向けた活動を期待する。その際、大学だけで行うというよりも民間

と一緒になって進めることで、別の視点からの、より具体的な利用が考えられ、効果が上がるこ

とが多い。産学体制で臨むことを推奨したい。気象関係では、本プロジェクトで提供した簡易型

AWS の有効活用を図るためにも、IMD にこだわらず IITH などの協力を得る努力を続ける必要が

ある。例えば、IITH を中心としたハイデラバードのスマート・シティ化における都市気象、都

市環境モニタリング、局所豪雨監視等に活用できるような方向性を追求することが望まれる。ま

た、災害発生時の気象は、土砂災害の二次被害、堤防損壊時の洪水、一般住民の生活情報として

極めて重要であり、本プロジェクトの成果である緊急時の通信手段の確保と連携した気象観測シ

ステムの構築にも期待したい。
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図６－１　プロジェクトのイメージ図
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図６－２　実施体制
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第７章　結論、提言及び教訓

７－１　結　論

本プロジェクトによる地震災害と建物脆弱性に係る調査研究は、,QGR�*DQJHWLF 平原の調査対象

地域における地震災害の評価を行うまでに至った。都市スケールの気象観測ネットワークにより

局地的な集中豪雨が成功裡に観測された。社会利用を目的に関連データの蓄積と提供を行う通信

基盤と防災情報プラットフォームのプロトタイプも開発された。プロジェクト終了後も観測設備

を維持運用しデータ取得を継続するために、インド側研究者は予算確保に向けた努力を既に開始

している。プロジェクト開始以降の 5 年間に生じたこれらの状況の進展を考慮すると、予定どお

り本プロジェクトを終了することが適切と判断する。

７－２　提　言

７－２－１　プロジェクト期間中の活動に係る提言

（１）密配置の AWS ネットワークを試行する過程で、AWS の設計について試行錯誤し、なか

には簡易に据え付けたものがある。例えば、防水・防塵対策が取られていない屋外暴露筐

体がある。実装する際には、防水・防塵等適切な対応を施し、設置すること。

７－２－２　プロジェクト終了後の活動に係る提言

（１）,0' +\GHUDEDG はミクロな災害予測のための AWS の密配置の有用性を理解し、今後

9DLVDOD 版 AWS と WMO 基準 AWS のデータの精度を検証する計画である。9DLVDOD 版 AWS
のデータの精度が確認されたのちは、減災を目的とした気象観測能力向上のため、IMD
+\GHUDEDG 及び IITH は 9DLVDOD 版 AWS の有用性について関係機関に報告、広報すること。

（２）WMO 基準 AWS 用に設置された鉄塔は、保守維持等のため人が登れる仕様となってい

ないため、風速計等のメンテナンスの際は、足場を組んで安全に作業を行うようにするこ

と。

（３）本プロジェクトの活動を継続する、各研究機関は来年度の機材の維持管理予算確保を始

めているが、予算確保のための努力を継続的に行うこと。

７－３　教　訓

（１）本プロジェクトでは、グループ３（緊急通信基盤）がワークショップをして研究成果を発

表した結果、その後、参加機関から強い関心を得たこと、またグループ２の AWS の密配置

による気象観測データを IMD がみて、その有用性を見いだしたことなどの事例がある。し

たがって、研究中の技術であっても、社会実装が想定される機関にみせることによって実際

の利用が促進される場合がある。

（２）各センサー・ネットワークの構築にあたっては、データ形式や通信プロトコルを統一し、

最終的にはグループ４で作成したポータルサービス・サイトに情報が掲載されることになっ

ている。研究グループが通信省と行った会議において、+\GHUDEDG 市で計画中のスマート・
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シティに AWS のネットワークを取り込んでいきたいという意向が確認された。本プロジェ

クトの AWS ネットワークが各分野への応用のための先行事例になったといえる。今後新規

プロジェクトで情報システムを導入する際は、取得データが他分野で有機的に活用されるこ

とを想定し、可能な限り標準化された規格・様式にのっとってシステムを構築するべきとの

教訓がここにある。

（３）SATREPS というスキームの目的とは異なるが、本プロジェクトが上位計画である IITH 設

立支援プログラムに果たした役割は大きい。SATREPS プロジェクトの個別目標とは別に、

より上位目的への貢献を果たすプロジェクトに対する評価の仕方を検討しておく必要があ

る。

（４）優れた研究の成果がでても、社会実装が困難である場合もあり得る。それがないように、

協力を開始する前には、技術面のみならず制度面からも、社会実装を視野に入れた十分な事

前調査を行う必要がある。
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付　属　資　料

１．合同評価調査報告書（英文）
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